普通河川の利用と管理の法的課題 by 荏原 明則 & Akinori Ebara
１ は じ め に
普通河川は, ハイキングで目にする渓流や日常何気なく見ている細い水
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法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 1(1264)
(１) 普通河川に関する先行研究には以下のようなものがある｡ 寳金敏明・
里道・水路・海浜 (４訂版) (ぎょうせい, 2009) は法定外公共物に関す
る詳細な研究書である｡ 原龍之助・公物営造物法 [新版] (有斐閣, 1974)
352頁, 井上隆晴 ｢法定外公共物の管理について｣ 木村保男編 『現代実務
法の課題』 129頁 (有信堂, 1974), 竹内俊子 ｢高知市普通河川等管理条例｣
ジュリスト800号 (条例百選) (有斐閣, 1983) 200頁, 黒木三郎 ｢水法論
序説 とくに国有林野上の普通河川をめぐって｣ 早稲田法学61巻 34 号
29頁 (1986), 塩野宏 ｢法定外公共物とその管理権｣ 成田頼明編・行政法
の争点 (新版) (有斐閣, 1990) 152頁, 小幡純子 ｢高知市普通河川等管理
条例｣ 新条例百選 (ジュリスト別冊) (有斐閣, 1992) 198頁, 亀田健二
｢法定外公共物｣ 芝池他編・行政法の争点 (３版) (ジュリスト別冊, 有斐
閣, 2004) 194頁｡
実務家向けの手引きとして建設省財産管理研究会編著 『公共用財産管理
















2(1263) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
なお, この問題の資料としては, ぎょうせい・長狭物 維持・管理の手引
き―自治体による旧法定外公共物の運営―｣ (以下 ｢長狭物｣ という｡)
(ぎょうせい, 平成17年, 加除式) がある｡
なお, 法律家によるものではないが, 鳥越皓之編・里川の可能性―利水・
治水・守水を共有する― (新曜社, 2006) は, 身近な小河川を考える参考
となる｡
また, 筆者は法定外公共物の管理と条例の問題については, 簡単な紹介
と検討したことがある｡ 拙稿 ｢法定外公共物 (法定外公共施設) と管理条
例｣ 月刊地方分権13号 (ぎょうせい, 2000) 96頁, なお公物 (公共施設)
について, 拙著・公共施設の利用と管理 (日本評論社, 1999)｡
(２) 小平市のＨＰでは, ｢用水路 (ようすいろ) 登記所備え付けの旧土
地台帳の付属地図 (公図) 上無番地で水色の長狭線で記入されている敷地
(通称 ｢青線｣ ｢青道｣ ともいわれます) で幅員が２間 (3.6m) の敷地で












法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 3(1262)
ます｡｣ と説明されている｡ 小平市の用水路は玉川上水からの分水したも
ので, 上記の写真は小川用水の一部｡ 小平市では, 小平市用水路条例 (平
成13年条例11号) を定めて管理している｡
(３) 小平市のＨＰでは, ｢里道 (りどう) 登記所備え付けの旧土地台帳
の付属地図 (公図) 上無番地で赤色の長狭線で記入されている敷地 (通称
｢赤道｣ あるいは三多摩地方では ｢朱引道｣ とも言われています) で幅員






出典：小平市のＨＰ：http: //www.city.kodaira.tokyo.jp /oshirase /001 /
001708.html









































(半自然渓流) が, 開発許可によって消滅した例である｡ この渓流の周囲
の土地所有者がマンション業者に土地を売却したところその業者が当該地
域を開発して ｢窓から美しい眺望が望めるマンション｣ を建設するもので




















法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 5(1260)
路埋立地点から下流数百メートルで盛土による宅造地内で崖崩れが起こっ












こう｡ 従来から普通河川や里道, いわゆる青線, 赤線等は公物管理法の適























6(1259) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(５) 法定外公共物の管理と条例の問題については, 拙稿・注(１) ｢法定外
公共物 (法定外公共施設) と管理条例｣ 月刊地方分権13号 (ぎょうせい,
2000) 96頁｡
(６) 河川法３条１項｡ 同法では, ｢｢一級河川｣ とは, 国土保全上又は国民
経済上特に重要な水系で政令で指定したものに係る河川 (公共の水流及び
水面をいう｡ 以下同じ｡) で国土交通大臣が指定したものをいう｣ (４条１
























法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 7(1258)
定したものをいう｣ (５条１項) と定めている｡ この他, ｢一級河川及び二




(８) 本文にあげた ｢春の小川｣ の題材となった流れは, 農業用水路であっ
たと考えられ, 普通河川の定義如何よっては普通河川に含まれないことと
なる｡
(９) 例えば西宮市の水路指定規則 (資料に掲載) を参照｡ 函館市は河川




























8(1257) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
出典：国土交通省東北地方整備局山形河川国道事務所のＨＰ (http: //www.thr.mlit.go.jp /
yamagata / river /enc /words /06ha /ha-006.html)｡
図１ 河川の種類
(10) 寳金・前掲注(１)11頁｡
所有に属する河川, 湖沼, 溜池等のうち, 公共用物である普通河川や溜池
等も含まれる｡ ここでいう青線とは, 公図上青線を以て表示されている河
川, 公共用悪水路等のうち, 河川法や下水道法等の適用や準用のないもの
で, その多くは明治初年以来の農業用水路である｡ なお, 堤塘 (堤塘敷,
土揚げ敷) は一般に公図上河川・水路の両側に長狭線で描かれており, 二
線引畦畔同様, 無着色あるいは薄墨色に着色された無番地の土地として表
示されている｡ 堤塘の多くも多くは (旧) 法定外公共物である｡
また, 脱落地たる河川, 公共用悪路, 溜池等も, 私川または私有との確
証のない公共用物たる河川, 溜池等も含まれる｡
普通河川等の (旧) 法定外公共物のうち, 里道と公共用水路等として現
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また (旧) 法定外公共物の譲与については, 公共用財産管理研究会編・




























10(1255) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(13) 地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律113条,
国有財産特別措置法５条１項５号
｢河川等 (河川, 湖沼その他の水流又は水面をいい, 河川法 (昭和39年
法律第167号) が適用又は準用される河川及び下水道法 (昭和33年法律第
79号) が適用される下水道を除く｡ 以下この号において同じ｡) 又は道路


































































されている｡ これは譲与以前に, 機能管理を市町村が行い, 財産管理を国
(および機関委任を受けた都道府県知事) がという分離論の流れを引くも





























12(1253) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
























 敷地内において, 土石, 竹木その他の産出物を採取すること｡
 改築又は付替工事をすること｡
 前各号に掲げるもののほか, 法定外公共物に関し工事をすること｡
２ 市長は, 前項の行為が, 法定外公共物の管理に支障を及ぼさず, かつ
必要やむを得ないと認めるときに限り許可を与えることができる｡
３ 市長は, 前項の許可をする場合において, 法定外公共物の管理又は適
正な利用のため必要があると認めるときは, 当該許可に必要な条件を付
すことができる｡｣








｡ 南国市では, 南国市法定外公共用財産管理条例 (平成17年条例第１
号) を定めるが, 市内の普通河川は主として農業用水路であり, その日常
管理, 例えば草刈り等は河川周辺の集落が行ってきた (詳細は後掲)｡
この法定外公共物管理条例に中で注目すべき例は, 高知市法定外公共物
管理条例 (平成17年条例第42号) である｡ 高知市は, 平成17年３月のい
わゆる青線・赤線の国からの一括譲り渡しを契機として, 従前の高知市普
通河川等管理条例 (昭和42年条例第１号) を廃止し, 現行の法定外公共
物管理条例を定めた｡ この点については後に検討しよう｡
 普通河川 (水路等) と法定外道路 (里道等) とを区別して条例を定め
るもの














































京都杉並区 (杉並区公共溝渠管理条例 (昭和28年条例13号) と杉並
区区有道路管理条例 (平成13年条例55号)), 練馬区 (練馬区公共溝
渠管理条例 (昭和28年条例９号) と練馬区区有道路管理条例 (平成15
年条例40号)), 中野区 (中野区公共溝渠管理条例 (昭和51年条例第27
号) と中野区区有通路条例 (昭和51年条例第26号)) などがある｡
⑤ 普通河川管理条例と公共溝渠条例の両条例を有する例としては, 江




法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 15(1250)
(20) 札幌市は札幌市普通河川管理条例 (平成12年条例28号) と札幌市法定


























16(1249) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(21) 江東区の条例では, 普通河川を ｢河川法 (昭和39年法律第167号) の
適用又は準用のない河川 (公共の水流及び水面をいう｡ 以下同じ｡) で,
区長が管理することを適当と認めて指定したものをいい, 河川管理施設を
含むものとする｡｣ と定義し (江東区普通河川管理条例２条１号), 具体的
に以下の河川を指定する (普通河川管理条例施行規則３条)｡
別表 (第３条関係)
そして, 公共溝渠とは, ｢溝渠及び堤塘, 護岸, 土揚敷その他これに附




















た普通河川等管理条例 (昭和42年条例１号) を廃止し, 現行の法定外公
共物管理条例 (平成17年条例42号) を定めた｡ 高知市の場合は元来, 河
川法の適用を受けない市内の河川を流水事情の悪化と溢水防止のために条


















































18(1247) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)























法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 19(1246)
(22) 神戸市の里づくり政策については, さしあたり, 拙稿 ｢農村景観の保
護｣ 『環境法学の生成と未来』 山村恒年先生古稀記念論文集 (信山社,
1999年)｡
(23) 農地・水・保全管理支払交付金のポータルサイト (http: //www.inakajin.
or.jp /midorihozen / index.html)｡
(24) 杉並区区有道路条例 (平成13年12月３日条例第55号) は,


























20(1245) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
備されていること｡































練馬区条例では, 区有道路とは ｢一般の通行の用に供されている道 (道




杉並区公共溝渠管理条例では, ｢公共溝渠｣ を ｢溝渠及び堤塘, 護岸,
土 (ど) 揚 (あげ) 敷 (しき) その他のこれに附属して一体をなす施設
(以下堤塘以下を ｢附属物｣ という｡) であつて一般公共の用に供せられて
いるものの総称をいう｣ とし (同条例２条), 区が所有する公共溝渠につ
論
説











く｡ 以下この項および別図において同じ｡) に接続しており, かつ, 現況
の幅員が2.7メートル以上であること｡
 袋路状の通路にあっては, 起点が道路法第３条に規定する道路または区
有通路で, 袋路状でないものに接続しており, かつ, 現況の幅員が3.6メー
トル以上であること｡
２ 前項の規定にかかわらず, 区長は, つぎに掲げるものを区有通路として路
線を指定することができる｡
 国有財産特別措置法 (昭和27年法律第219号) 第５条第１項第５号の規
定に基づき, 国から譲与を受けた土地
 地区計画等の都市計画に基づき, 地区施設として決定された道路で, 区
が土地の所有権を取得した土地
















路ないしは下水路) を設け, 地上にできた土地には通路を設けている｡ 水
路については現在ではほとんど下水道課に管理を移し, 通路については区































三 溝渠の流水の方向, 分量, 幅員, 深浅その他公共溝渠の現状に影響
を及ぼすおそれのある工事等をすること｡
四 前各号の外, 溝渠, 附属物又は水面をその目的以外に使用すること｡｣
22(1243) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
ほとんど無くなったとのことである｡
練馬区も練馬区公共溝渠管理条例 (昭和28年７月23日条例第９号) を
持つが, 条例の文言上は杉並区のそれと大きな差異はない｡ すなわち, 公
共溝渠とは, ｢溝渠および堤塘, 護岸, 土揚敷その他これに附属して一体

































































24(1241) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(27) 千川上水については練馬区のＨＰに詳細な紹介がある｡ http: //www.
city.nerima.tokyo.jp / annai / rekishiwoshiru / rekishibunkazai / rekishitenbyo /
senkawa / index.html




管理要綱 (昭和57年４月１日事務執行規程) による管理を行っている｡ 本
要綱は, 道路法に規定する道路以外の市有道路 (以下 ｢認定外道路｣ とい
う｡) 等で, 通勤, 通学及び生活の用に供されている道路を維持管理する














各地区の集落が水路に関する図面 (切図) を所持しており, 日常的な掃
除や草取り, 簡単な整備等は地元が行うこととされている｡ これに対して,
河道や河岸の損傷等による工事や付け替え, 苦情があった場合には市の担











法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 25(1240)
















































地域について, 秩序ある土地利用の計画的推進, 農村らしい景観 (以下















例は, 西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例 (昭和２年条例２号) を全部改












法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 27(1238)
ことを目的｣ とするものである｡
































 土石, じんかい, 汚毒物その他水路を汚染し, もしくは流水の流通を妨
げるおそれのあるものを投棄すること｡









































法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 29(1236)
(33) 西宮市内の河川の数
(34) 竹内・前掲注(１)201頁｡















(西宮市のＨＰより：http: //www.nishi.or.jp / contents /00003220000300022.html)
た｡ 四万十市は, 法定外公物としての青線を国から譲り渡しを受けるまで





必要性はほとんど無いとしてきた｡ 現在, 川幅 1m以上については普通河
川として指定 (青線についても幅員 1mを基準に普通河川に指定) し, 台
帳を作成し, 図面もある｡
災害復旧を行う際には近時, 多自然工法による整備を行った例もある
(後掲 ｢写真７｣ 参照)｡ これは高知県四万十川の保全及び流域の振興に関





























30(1235) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
もあってしかるべきではあるが, 追加をした例は北海道内の市町村では広
く見られるものではあるが, 他の都府県ではほとんど例を見ない｡
例えば, 札幌市普通河川管理条例 (平成12年条例28号) は,
と定め, ｢河川環境の整備と保全｣ を明文で規定する｡ 他の北海道内の市
町村条例もほぼ同様の規定を置く｡ さらに, 洞爺湖町では普通河川管理条




成21年３月) を定め, 『｢自然｣・｢人｣・｢まち｣ をつなぐ川づくり』 を目














止され, 適正に利用され, 流水の正常な機能が維持され, 及び河川環境の
整備と保全がされるように管理することにより, 公共の安全を保持し, か
つ, 公共の福祉を増進することを目的とする｡｣ (１条)































32(1233) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
(35) 津和野町普通河および道路等管理条例 (平成17年条例161号), 郡上八
幡市法定外公共物の管理条例 (平成16年条例182号)｡ 津和野町の担当者に
よれば殿町地区の堀割は観光課の管理で, その他一般の水路は建設課の管









理について必要な事項を定め, もって公共の安全を保持し, かつ, 公共の
福祉を増進することを目的とする｡｣
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 33(1232)
(写真４ 四万十市内の人工の清流)
(2011年３月 筆者撮影)










































34(1231) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
論説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 35(1230)
落札結果一覧表 (ホームページ掲載用)


















































































































第三十二条 開発許可を申請しようとする者は, あらかじめ, 開発行為に関係
がある公共施設の管理者と協議し, その同意を得なければならない｡






(37) 開発許可制度運用指針 (平成13年５月２日 国総民９号 国土交通省総
































































































40(1225) 法と政治 62巻 2号 (2011年 7月)
資料
１ 杉並区公共溝渠条例 (昭和28年６月29日条例第13号) (抄)
２ 小平市用水路条例 (平成13年条例第11号) (抄)
31 西宮市水路管理条例 (昭和43年３月29日条例第47号) (抄)
32 西宮市水路指定規則 (昭和43年３月29日条例68号) (抄)
41 (旧) 高知市普通河川等管理条例 (昭和42年３月25日条例第１号) (抄)
(昭和49年当時)
42 高知市法定外公共物管理条例 (平成17年１月１日条例第42号) (抄)
51 南国市法定外公共用財産管理条例 (平成17年３月18日条例第１号) (抄)
52 南国市土地改良事業補助金交付規程 (昭和48年11月１日告示第13号)
(抄)
６ 四万十市普通河川等管理条例 (平成17年４月10日条例第185号) (抄)






第二条 この条例において ｢公共溝渠｣ とは, 溝渠及び堤塘, 護岸, 土 (ど)
揚 (あげ) 敷 (しき) その他のこれに附属して一体をなす施設 (以下堤塘
以下を ｢附属物｣ という｡) であつて一般公共の用に供せられているもの
の総称をいう｡
(路線の指定等)
第二条の二 区長は, 区が所有する公共溝渠について, 路線を指定するもの
とする｡
２ 区長は, 前項の指定をしたときは, 告示しなければならない｡
３ 区長は, 第一項の規定により指定した路線を廃止したときは, 前項の規
定を準用する｡
(公共溝渠台帳)
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第三条 公共溝渠については, 次に掲げる行為をしてはならない｡










三 溝渠の流水の方向, 分量, 幅員, 深浅その他公共溝渠の現状に影響を及
ぼすおそれのある工事等をすること｡
四 前各号の外, 溝渠, 附属物又は水面をその目的以外に使用すること｡
(以下 略)
２ 小平市用水路条例 (東京都小平市) (平成13年条例第11号)
(目的)




第２条 この条例において, 次の各号に掲げる用語の意義は, 当該各号に定
めるところによる｡
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(維持管理)

















第２条 この条例において ｢水路｣ とは, 敷地の市有に属する河川法 (昭和
39年法律第167号) の適用または準用されない河川, 公共の用に供される
用排水路で規則で定めるものおよび水路管理施設をいう｡ [11]





 土石, じんかい, 汚毒物その他水路を汚染し, もしくは流水の流通を
妨げるおそれのあるものを投棄すること｡
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第６条 第４条第１項の規定により許可を受けた者 (以下 ｢使用者｣ という｡)









の端数日数がある場合は, １月として計算する｡ ただし, 許可の期間が
15日以内の場合は, 月額の半額とする｡
 占用, 使用又は生産物採取 (以下 ｢使用｣ と総称する｡) の数量に別
表に定める単位に満たない端数がある場合は, 当該単位に切り上げて計
算する｡
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(使用料の徴収方法)
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第17条 使用者は, 許可の期間が満了したとき, 使用を短縮しもしくは廃止
したときは, 工作物を除却し, 水路を原状に回復しなければならない｡ た
だし, 市長がその必要がないと認めたときは, この限りでない｡
(監督処分)
第18条 市長は, 次の各号の一に該当する者に対して, この条例の規定によ
つて与えた許可を取り消し, 変更し, その効力を停止し, もしくはその条










































２ 西宮市堤塘溝渠溜池土居敷使用条例 (昭和２年西宮市条例第２号｡ 以下


































通路橋 年額 １平方メートル 4,284
生産物採取, 流水 １立方メートル 別途市長が定める額



















指定番号 起点 終点 備考
武第１号水路 青葉台２丁目379番地 先青葉台２丁目3323番地先
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る管理について必要な事項を定め, もつて公共の安全を保持し, かつ, 公
共の福祉を増進することを目的とする｡
(定義)
第二条 この条例において ｢普通河川等｣ とは, 河川法 (昭和三九年法律第
一六七号) の適用又は準用を受けたい公共の用に供せられる河川, 沼, た
め池, ほり, 水路及ぴみぞで市長の指定する区域をいい, 公共の安全を保
持し, 又は公共の利益を増進するためこれらに設けられた堤防, 護岸, 水




















































































第一二条 市長は, 河川工事以外の工事 (以下 ｢他の工事｣ という｡) 又は
普通河川等を損傷した行為若しくは普造河川等の現状を変更する必要を生










変更し, その効力を停止し, その条件を変更し, 若しくは新たに条件を付
































































第２条 この条例において ｢法定外公共物｣ とは, 公共の用に供されている
論
説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 53(1212)
財産で, 市が所有する次に掲げるものをいう｡
 道路法 (昭和27年法律第180号) が適用されない道路
 河川, 湖沼, ため池, 水路等で河川法 (昭和39年法律第167号) が適
用又は準用されず, 及び下水道法 (昭和33年法律第79号) が適用されな
いもの並びにこれらが存する土地
 前２号に掲げる財産に附属する工作物, 物件又は施設 (以下 ｢工作物
等｣ という｡)
(禁止行為)
第３条 何人も, 法定外公共物について, 次に掲げる行為をしてはならない｡
 法定外公共物を損傷し, 又は汚損すること｡









 法定外公共物の敷地内において, 工作物等を新築し, 改築し, 又は除
却すること｡





２ 市長は, 前項の許可をする場合において, 法定外公共物の管理上必要な
条件を付することができる｡
(許可の期間)
第５条 前条第１項の許可 (以下 ｢使用許可｣ という｡) の期間は, １年以
内とする｡ ただし, 市長が必要と認めるときは, 当該許可の期間を更新す
ることができる｡
(使用料)
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２ 使用料の額, 計算方法及び徴収方法については, 高知市財産条例 (昭和
39年条例第13号) の行政財産の目的外使用に係る使用料の規定を準用する｡
３ 既に納付された使用料は, 還付しない｡ ただし, 市長が特別の事由があ
ると認めるときは, その全部又は一部を還付することができる｡
(使用料の減免)







第８条 使用者は, 使用許可に基づく権利を第三者に譲渡し, 貸し付け, 又
は担保に供してはならない｡ ただし, 市長の承認を得たときは, この限り
でない｡
(地位の承継)
















































































第２条 この条例において, ｢法定外公共用財産｣ とは, 本市が所有し, か
つ, 一般の公共の用に供されている道路, 河川, 湖沼, ため池, 水路等
(これらと一体をなしている施設を含む｡) のうち, 道路法 (昭和27年法律
第180号), 河川法 (昭和39年法律第167号), 下水道法 (昭和33年法律第79
号) その他の法令の適用又は準用を受けないものをいう｡
(禁止行為)



















２ 前項の許可を受けようとする者は, 規則で定めるところにより, 必要な
論
説
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書類を添付のうえ市長に申請しなければならない｡













３ 第４条第１項各号に掲げる行為の許可を受けた者 (以下 ｢使用者｣ とい
う｡) は, 前項の規定に基づき更新の許可を受けようとするときは, 当該
期間満了の日の30日前までに市長に申請しなければならない｡
(許可の変更)
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 住居の用に供する建物 (営業用を除く｡) に出入りする通路又は通路
橋を設けるとき｡
 住居の用に供する建物 (営業用を除く｡) から雨水又は汚水の排水管
を布設するとき｡
(占用料等の還付)
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(費用の徴収)














































































こうぞ １束 (１メートル締めのもの) 31.5
雑木 層積１立方メートルにつき 210
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第２条 市は, 土地改良事業を推進するため, 土地改良区その他市長が適当
と認める団体 (以下 ｢補助事業者｣ という｡) が行う土地改良事業に要す


























































第１条 この条例は, 法令に特別の定めがあるものを除き, 普通河川等に係
る管理について必要な事項を定め, もって公共の安全を保持し, かつ, 公
共の福祉を増進することを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例において ｢普通河川等｣ とは, 河川法 (昭和39年法律第
167号) の適用又は準用を受けない 公共の用に供せられる河川, 沼, ため
池, ほり, 水路及びみぞで市長の指定する区域をいい, 公共の安全を保持
し, 又は公共の利益を増進するためこれらに設け られた堤防, 護岸, 水






 土地の掘削, 盛土若しくは切土その他土地の形状を変更する行為 (前
号の許可に係る行為のためにするものを除く｡) 又は竹木の栽植若しく
は伐採をしようとするとき｡
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に回復しなければならない｡ ただし, 市長において原状回復の必要がない
と認めた場合は, この限りでない｡




























































第12条 市長は, 河川工事以外の工事 (以下 ｢他の工事｣ という｡) 又は普
通河川等を損傷した行為若しくは普 通河川等の現状を変更する必要を生








第14条 市長は, 次の各号のいずれかに該当する者に対して, その許可を取
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論説
法と政治 62巻 2号 (2011年 7月) 67(1198)
Legal Problems of Use and Management
for ‘Non-designated River’
Akinori EBARA
As urbanization progresses, rivers have become far removed from
people’s lives. And River Act doesn’t apply to ‘non-designated river’ (small
rivers and streams). Many non-designated rivers are changed to drainage or
to land.
Cities, towns, or villages manage non-designated rivers. Many local gov-
ernments enact ‘common property management ordinance’; some of them
enact ‘non-designated river management ordinance’.
There are many types of non-designated river management system. We
discuss some legal problems of use and management for non-designated
river.
１ The meaning of non-designated river
２ Types of non-designated river ordinance
３ Variation of management
 Kochi case
 Suginami and Setagaya cases
 Nangoku case; management for agriculture
 Nisinomiya, Kochi and Shimanto cases; management for flood pro-
tection
 Sapporo, Tsuwano, Kodaira and Shimanto cases; management for
environmental maintenance and preservation
 Development permission and non-designated river; Consent of
Public Facility Administrators, etc. (Art. 32 of City Planning Act)
４ Conclusion
